
202310/23（月）
13時 30分～15時 30分 (13 時開場)

減災連携・⽀援機構／減災⽀援教育研究センター共催

岡本 正 弁護士
銀座パートナーズ法律事務所
弁護⼠、博⼠（法学）、気象予報⼠
岩⼿⼤学地域防災研究センター客員教授
福祉経営学部⾮常勤講師
2003年弁護⼠登録（第⼀東京弁護⼠会）、弁護⼠

や気象予報⼠の他、マンション管理⼠、ファイナン
シャルプランナー（AFP）、医療経営⼠（2級）、防
災⼠等の資格を活かし弁護⼠業務や教育活動に従事。
内閣府⾏政刷新会議事務局上席政策調査員として出
向中に東⽇本⼤震災が発⽣。⽇弁連災害対策本部室
⻑を兼任し復興政策に関与。
これらの経験をもとに「災害復興法学」を創設。

第6回若者⼒⼤賞ユースリーダー⽀援賞個⼈部⾨、⽇
本公共政策学会奨励賞など受賞。
代表著書に『災害復興法学』（慶應義塾⼤学出版

会）、『被災したあなたを助けるお⾦とくらしの話
増補版』（弘⽂堂）ほか。

減災⽀援教育研究センター事務局（企画政策課）
TEL:0569-87-2972    FAX:0569-87-2614
E-mail : sk@ml.n-fukushi.ac.jp

—災害救助法の徹底活用と、被災した
あなたを助けるお金とくらしの話—

私たちは、南海トラフをはじめ、いつ起こる
かわからない⼤規模災害に備える毎⽇を送って
います。わが国の被災者⽀援体制を規定する法
律には災害対策基本法や災害救助法があります。
特に災害救助法が適⽤された被災地では様々な
⽀援が国の予算⽀援のもとに適⽤されます。
ところが、災害の規模が⼤きければ⼤きいほ

ど、外部からの救助者や専⾨家の早期到着は期
待できません。被災地内における初動対応時か
ら被災者⽀援に係る法律を徹底活⽤して被災者
⽀援を効果的に実施していきたいものです。
そのためには、災害時に役⽴つ「法律」を理

解しておくことが重要ですが、法律やその運⽤
⽅法を理解するのが難しいと感じている⼈は少
なくないのではないでしょうか。
そこで、来るべき⼤規模災害に備え、災害救

助法をはじめとする災害⽀援関連法について理
解するために、防災講演会を企画いたしました。
⾃治体、医療・保健・福祉関係者、地域防災

に関わる⽅の参加をお待ちしております。

災害に備えよう,
私たちを守る
法の知識。

日本福祉大学 東海キャンパス

入場無料 *定員になり次第締め切らせていただきます。

申込締切：2023年10月6日（金）17時

QRコードから参加申し込みをお願いします。

日本福祉大学 防災講演会

・来場の際は公共交通機関をご利⽤ください。
会場へは名鉄「太⽥川」駅徒歩5分です。

・当⽇はマスク等、必要な感染症対策を
各⾃ご準備ください。

(東海市大田町川南新田２２９番地)


